
2016年3月期以降に開始した各地域での主な取組み
時期 地域名 連携 具体的取組み

2015年 4月 秋田県
ヤマト運輸
ヤマトマルチメンテナンスソリューションズ

• 配達時の高齢者見守りサービス
• リコール製品の回収支援サービス（高齢者向け）

2015年 6月 岩手県
ヤマト運輸
岩手県北バス • 「客貨混載」開始

2015年 9月 宮崎県
ヤマト運輸
宮崎交通 • 「客貨混載」開始

2015年10月 島根県
ヤマト運輸
ヤマトホームコンビニエンス

• オリジナルデザイン送付状、ボックスの販売
• 島根県への移住支援および定住促進（引越しサービスなどの特別価格提供）

2016年 1月 秋田県
秋田県食肉流通公社
ノーブルモノ社（タイ）
ヤマトグループ

• 秋田牛の海外販路拡大
• 売買、輸出手続き、国際輸送、商品代金決済などをヤマトグループが代行

2016年 2月 宮崎県
ヤマト運輸
ヤマトマルチメンテナンスソリューションズ

• 配達時の高齢者見守りサービス
• リコール製品の回収支援サービス（高齢者向け）

2016年 4月
東京都
多摩市

独立行政法人都市再生機構
ヤマトホールディングス

• コミュニティ拠点の設置
• 宅急便受付、宅配ロッカー設置、お買物代行
• 他の宅配事業者の荷物も集約して一括配送
• 家事サポート
• 見守りサービス　など

2016年 6月 東京都 ヤマト運輸 • 「高齢者などを支える地域づくり協定」締結

活動事例紹介
見守り支援・リコール回収を通じて「安心」をお届け
　ヤマトグループでは、全国各地で高齢者を対象とした見守りや

買い物のサポートなどの「生活支援」、特産品の販路拡大などに

よる「販促支援」などに取り組んでいます。2016年2月には、宮

崎県日南市にて「高齢者の見守り支援」と「高齢者世帯向けリ

コール製品回収の取り組み」を開始しました。配達先の高齢者が

変化：少子高齢化などの社会課題の進行

地域と連携したCSVの推進（プロジェクトG）
「社会から一番愛され信頼される会社」を目指し、全国各地で特産品の販路拡大、高齢者の見守り支援などの地域活性化
や課題解決に行政・地方自治体（Government）と一緒になって取り組む「プロジェクトG」を推進しています。

長期間不在の場合や体調不良などが疑われる場合、自治体に

連絡するほか、リコール製品の情報を、自治体の刊行物などと一

緒に高齢者の自宅に宅急便でお届けします。該当製品が見つ

かった場合には、迅速に製品の回収を行います。今後も、自治体

と連携しながら、地域住民の方の安心につながる取組みを推進し

ていきます。

CSV TOPICS

プロジェクト案件数：1,770件（2016年6月30日現在）

自治体とのプロジェクト協定数の内訳（単位：件）
■ 見守り支援 132

■ 買い物支援 22

■ 産物支援 14

■ 観光支援 15

■ イベント支援 3

■ 災害支援 92

■ ふるさと納税 11

■ 客貨混載 2

■ 包括支援 11

■ その他 17

2016年6月30日現在

社会
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活動事例紹介
多摩ニュータウンのコミュニティ拠点を活用したくらしの 

サポートサービス
　ヤマトホールディングスは、

独立行政法人都市再生機

構（UR都市機構）および多

摩市と連携し、多摩ニュータ

ウンにお住まいの方々の 

生活をより豊かにすることを目

指す「くらしのサポートサービス」を2016年4月より開始しました。多

摩市とUR都市機構が多摩地域・UR団地という場を提供し、ヤマト

グループは以下のサービスを提供します。

 
•  宅急便の受付、宅配ロッカーの設置、NPOや自治会との連携、市
や地域の情報発信

•  自社の宅急便だけではなく他の宅配事業者の荷物も集約し一括し
てお届け

•  電話・Web・拠点で商品の注文を受け付け、購入品を店舗から集
荷、仕分けし、ご自宅までお届け

•  地域の小売店からご自宅まで購入品を当日中にお届け

•  掃除や電球交換、家具の組み立てなどの家事サポートサービスの
提供、居住者の見守り支援

•  拠点の受付や一括配送のスタッフとして、多摩エリアに居住してい
る方 を々積極的に採用

 

ヤマトグループのCSV（共有価値の創造）活動

社会とともに歩み、成長するヤマトグループ

路線の維持につながります。ヤ

マト運輸にとってはセールスドラ

イバーが地域に滞在する時間

が増え、集荷時間の延長など、

より地域に密着したサービスを

行えるようになりました。これによ

り、地域住民にとって、生活交通インフラである路線バスが安定的

に利用できるなど、生活サービスの向上につながっています。こうし

た取組みが評価され、2016年6月に一般社団法人日本物流団体

連合会主催の第17回物流環境大賞において、「物流環境保全活

動賞」を受賞しました。

永続的発展に向けたダイバーシティの推進
　人口減や少子高齢化に起因する労働力不足、ニーズの多様

化といったさまざまな社会構造の変化に直面する中、性別や国

籍、年齢に関係なく、多様な価値観や発想、気付きを持った社員

一人ひとりを尊重し、その能力を最大限に発揮できる職場づくりに

努めています。意識的に多様な社員の価値観を組織に取り 

入れ、事業の競争力強化や成長につなげていくことが、ヤマト 

グループが考えるダイバーシティです。

　2014年8月にダイバーシティ推進室が発足し、以下の三つを軸

としてダイバーシティを推進しています。

 
•  ダイバーシティの意識の醸成：一人ひとりがダイバーシティ推進に関
する共通の認識を持つ

•  働きやすい環境づくり：働き方の見直しやワークライフバランスの推進
など、どんな人でも平等に力を発揮できる環境を整える

•  キャリア形成の支援：すべての社員一人ひとりが仕事を通じて成長
を実感できるように支援

 

路線バスを活用した宅急便輸送「客貨混載」の成果
　過疎化や高齢化が進む地域におけるバス路線網の維持と物

流の効率化による地域住民の生活サービス向上を目的として、ヤ

マト運輸はバス事業者と連携し「客貨混載」を開始しました。現

在、岩手県と宮崎県で展開しています。これにより、トラックで運行

していた区間の一部を路線バスに切り替えて輸送することで、

CO2排出量の削減につながり、環境負荷低減を実現することがで

きました。バス事業者にとっては新たな収入源が確保され、バス

数字で見るヤマトグループのダイバーシティ（2015年4月～2016年3月）

610人 育児休業取得者
（うち、男性41人）

474人 育児短時間勤務利用者
（うち、男性9人）

  25人 介護休業取得者
（うち、男性9人）

  29人 介護短時間勤務利用者
（うち、男性13人）
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安全マネジメント公表情報
　運輸事業者の輸送の安全確保を目的として、国土交通省によ

り定められた「運輸安全マネジメント制度」のもと、ヤマトグループ

は輸送の安全管理体制の構築およびその実施に積極的に取り

組んでいます。2016年3月期の実績と2017年3月期の目標の 

一部は以下のとおりです。

安全運転を第一とするセールスドライバーの育成
　ヤマトグループでは、安全運転を第一とする優秀なドライバーを

育成するため、教育制度の充実や日々のきめ細かな指導に取り

組んでいます。

　厳しい適性検査により採用されたヤマト運輸のドライバーは、入

社後約1か月にわたり、安全教育などの入社時研修を受け、社内

免許を取得した後、初めて実際の乗務につくことができます。そ

の後も、入社1年後研修、安全指導長・安全専門講師による定期

的な添乗指導・路上パトロール、3年に1回の運転適性診断などを

通して、安全運転に磨きをかけていきます。

「事故ゼロ」達成に向けた安全対策
ヤマトグループは、人々の生活道路を事業活動の場としています。「人命の尊重を最優先した安全管理を徹底する」とい
う企業姿勢に基づき、いかなる時も人命の尊重を最優先すべく、「安全第一、営業第二」の理念を徹底しています。

輸送の安全に関する目標およびその達成状況（ヤマト運輸）
交通事故

項目 2016年3月期実績 2017年3月期数値目標

重大交通事故件数 6件 0件
重大労働災害件数 0件 0件

出典：ヤマト運輸（株）運輸安全マネジメント公表情報
http://www.kuronekoyamato.co.jp/anzen/management/

輸送の安全に関する予算・実績額
2016年3月期実績 
 1．車載システムSee-T Navi導入費 ......... 2億2,900万円 
  保守料 ......... 3億2,400万円
 2. 永年無事故運転者表彰報奨金額 ........ 5億7,500万円 

 3．永年無事故表彰式典関係 ........................ 5,950万円 

 4．全国安全大会関係 .....................................710万円 

2017年3月期予算計画 
 1．車載システム See-T Navi保守料 ........ 3億1,500万円 

 2．永年無事故運転者表彰報奨金額 ........... 6億450万円  

 3．永年無事故表彰式典関係 ........................ 6,580万円 

 4．全国安全大会関係 .....................................710万円 

 5．ドライブレコーダー導入 ............................. 7,700万円 

CSV TOPICS

社員への安全意識の浸透
　ヤマトグループでは、春と秋に「交通事故ゼロ運動」を実施して

います。2016年3月期秋の交通事故ゼロ運動では、「交差点で

の安全（路外 *1と道路との出入りを含む）を確保し、コジロオ君 *2

に優しい運転をする」をテーマに事故ゼロ達成を目指しました。

　さらに、ヤマト運輸では、プロドライバーとしての安全運転のレベ

ルアップと、全社の安全意識や運転技術の向上を目的として、 
「ヤマト運輸全国安全大会」を開催しています。2015年10月開

催の「第5回ヤマト運輸全国安全大会」では、女性ドライバー部

門を新設しました。

*1.  駐車場のほか、お客様の敷地などを想定
*2.  運転中に特に気をつけるべき対象を示した標語。コ（子ども）・ジ（自転車）・ロ（老人）・ 
オ（オートバイ）

徹底した保守管理で安全を支える
　ヤマトオートワークスは、ヤマトグループの集配拠点4,000か所

以上をカバーし、50,000台に及ぶ車両の点検整備を担っていま

す。主要な整備工場は24時間365日営業であり、故障発生時の

迅速な対応はもちろん、年間を通じた一括管理により、車両の法

定定期点検に対応しています。さらに、車両の状態をこまめに確

認、情報を蓄積することによって、故障する前に整備を行う「予防

整備」を実現しています。約940人の整備士のうち、整備完了車

が保安基準に適合しているかを確かめる完成検査を行える自動

車検査員資格者は約590人（2016年3月末現在）にのぼって 

おり、整備では、中間検査と完成検査を別の整備士が行うダブル

チェックによって、検査の精度を高めています。

安全
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エリアに応じた集配を推進し、車両台数を抑制
　一部に軽自動車を使う以外は自転車や台車で集配を行うサテ

ライトセンターは、市街地や住宅密集地域を中心に展開していま

す。また、営業所から近いエリアの集配については台車や新ス

リーター、軽自動車を活用し、営業所から遠いエリアでは車両と台

車を組み合わせるチーム集配を推進するなど、エリアに応じた集

配方法の選択により車両台数の削減を図っています。

モーダルシフトを全社で推進
　ヤマトグループは、CO2排出量削減の取組みとして、幹線輸送

に鉄道などを利用するモーダルシフトを全社で推進しています。

九州発関東行きの荷物の幹線輸送をトラックから鉄道利用に転

換するモーダルシフトの取組みを拡大させ、年間延べ約2,300台

のトラックを削減し、約1,800tのCO2排出量削減を実現しました。

　この取組みが評価され、一般社団法人日本物流団体連合会主催

の「第13回モーダルシフト取り組み優良事業者公表・表彰制度」に

おいて、「モーダルシフト最優良事業者賞（大賞）」を受賞しました。

輸送の徹底的なエコロジー化でコストも削減
ヤマトグループは、企業の社会的責任である環境保護活動を「ネコロジー」と総称し、輸送の「包む」「運ぶ」「届ける」は
もちろんのこと、その他のさまざまな取組みを徹底的にエコロジー化して、環境にやさしい物流の仕組みを築いています。
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低公害車導入の推移（ヤマト運輸）
（千台）

各年3月に終了した期
 電気自動車  LPG（液化石油ガス）車  新長期規制適合車
 ハイブリッド車  CNG（天然ガス）車  ポスト新長期規制適合車
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ヤマト運輸の車両からのCO2排出量

各年3月に終了した期
 CO2排出量（千 t-CO）*1　  原単位CO2排出量（g-CO）*2

*1.  特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量の算定に関する省令に基づき算出して
います。

*2.  原単位CO2排出量＝CO2総排出量÷宅急便個数

ヤマトグループのCSV（共有価値の創造）活動

社会とともに歩み、成長するヤマトグループ

After

Before

最大消費地である関東圏向けの商材は、関東のヤマト運輸 
拠点付近までまとめて鉄道輸送。宅急便でエンドユーザーへ

九州拠点

関東圏

九州の工場・倉庫で個別に仕分けし、全国のエンドユーザーに宅配

九州拠点

長距離輸送に鉄道を活用

環境
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